














　　This study was conducted to clarify the latest trends and issues of Long-Term Care In-
surance (LTCI) in South Korea based on the review of ‶Long-Term Care Statistics Annual 
Report 2014" published by South Korea's National Health Insurance Corporation, which 
reports information on funding for LTCI, reimbursement and coverage policy rules and 
regulations, the characteristics and number of certiﬁed LTCI beneﬁciaries, service provid-
ers and personal care workers.  This study also reviewed and examined issues of limited-
coverage recipients, regional disparities, low wages for and expertise of personal care 
workers, LTCI fraud, family caregiving, maintaining care quality and non-establishment of 
care management to discusses the political implications for LTCI.
































明らかにしてきた（宣 2006、宮城・宣 2007、宣 2009、林・宣・住居 2010、宣 2010a、























護度）に 4等級と 5等級が新設された。既存の 3等級の細分化（1）と軽度の認知症患者に
対する給付を拡大するための改正であったが、これにより今後、要介護認定者が増えると
推察される。要介護認定等介護点数は 1等級（日本の要介護度 5に相当）が 95点以上、
2等級（日本の要介護度 4に相当）が 75点以上 95点未満、3等級（日本の要介護度 3に
相当）が 60点以上（3等級の下限点数については二度の改正）75点未満、4等級は 51











～ 2013年 6月 2014年 7月～
1等級 95点以上 95点以上 95点以上 95点以上
2等級 75点以上 75点以上 75点以上 75点以上





者は次第に増加している。2008年 12月に 35万 5,526人（高齢者人口の 6.9%）だった
要介護認定申請者は 2014年 12月には 73万 6,879人（同 11.4%）となり、2倍以上増え
た。同期間中の要介護認定者は 21万 4,480人（高齢者人口の 4.2%）から 42万 4,572人





区分 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
65歳以上高齢者（人） 5,086,195 5,286,383 5,448,984 5,644,758 5,921,977 6,192,762 6,462,740
要介護認定申請者（人） 355,526 522,293 622,346 617,081 643,409 685,852 736,879
要介護認定判定者（人） 265,371 390,530 465,777 478,446 495,445 535,328 585,386
要介護認定者（人） 214,480 286,907 315,994 324,412 341,788 378,493 424,572
判定者対比要介護認定率（%） 80.8 73.5 67.8 67.8 68.9 70.7 72.5
高齢者人口比（%） 4.2 5.4 5.8 5.7 5.8 6.1 6.6
注：1） 要介護認定申請者，要介護認定判定者，要介護認定者には 65歳未満の者も含まれている。2014年 12月時点にお
ける 65歳未満の要介護認定申請者は 42,096人，要介護認定判定者は 33,727人，要介護認定者は 25,489人となっ




　2014年 12月時点の要介護度別の要介護認定状況をみると、1等級 3万 7,655人
（8.9%）、2等級 7万 2,100人（17.0%）、3等級 17万 329人（40.1%）、4等級 13万 4,032





　これを年齢別にみると、65歳以上の者が 39万 9,083人（94.0%）、65歳未満の者が 2











年　齢 性　別 判定者 1等級 2等級 3等級 4等級 5等級 等級外
65歳未満
男 19,295 2,468 2,229 5,957 3,749 148 4,744
女 14,432 2,013 1,686 4,248 2,831 160 3,494
小　計 33,727 4,481 3,915 10,205 6,580 308 8,238
65～ 69歳
男 19,670 1,587 2,276 5,477 3,672 171 6,487
女 25,487 1,658 2,129 5,350 4,516 320 11,514
小　計 45,157 3,245 4,405 10,827 8,188 491 18,001
70～ 74歳
男 29,690 2,215 3,638 9,001 6,256 378 8,202
女 59,336 3,508 5,592 13,267 11,988 925 24,056
小　計 89,026 5,723 9,230 22,268 18,244 1,303 32,258
75～ 79歳
男 34,247 2,108 4,297 10,547 7,788 674 8,833
女 99,045 5,336 10,263 24,584 22,667 2,081 34,114
小　計 133,292 7,444 14,560 35,131 30,455 2,755 42,947
80～ 84歳
男 27,857 1,473 3,398 8,729 6,739 673 6,845
女 109,375 5,969 13,023 31,302 27,125 2,454 29,502
小　計 137,232 7,442 16,421 40,031 33,864 3,127 36,347
85歳以上
男 25,376 1,180 3,312 8,837 6,859 476 4,712
女 121,576 8,140 20,257 43,030 29,842 1,996 18,311
小　計 146,952 9,320 23,569 51,867 36,701 2,472 23,023
合　計
（人）
男 156,135 11,031 19,150 48,548 35,063 2,520 39,823
女 429,251 26,624 52,950 121,781 98,969 7,936 120,991
合　計 585,386 37,655 72,100 170,329 134,032 10,456 160,814





　2014年 12月時点の介護サービス利用者（保険給付者）は、2008年の 14万 8,749人
から 37万 2,944人（施設 13万 5,151人、在宅 23万 7,793人）へと約 2.5倍増えた。制
度施行の初年度は 69.4%と低かった要介護認定者に占める介護サービス利用率は、長期
療養保険制度の認知度の上昇とサービス基盤の整備に伴い、2年目からは 80%を超え、
2014年 12月時点には 87.8%まで上がっている（図 3）。ちなみに、同時期（制度施行後
6年目に当たる 2006年 12月時点）の日本の介護サービス利用率は 80.7%（約 440万人
の要介護認定者のうち、保険給付者は約 355万人）であった。参考までにみると、2014











　2014年 12月末時点の給付額は在宅介護が 1兆 6,748億ウォン（≒ 1,675億円），施設






















区分 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
年間受給者数（人） 149,656 291,389 348,561 360,073 369,587 399,591 433,779
年間給付日数（万日） 1,225 5,115 7,357 7,938 8,034 8,585 9,223
費用額（億ウォン） 4,808 19,718 27,456 29,691 31,256 35,234 39,849
給付額（億ウォン） 4,268 17,369 24,023 25,882 27,177 30,830 34,981
給付率（%） 88.8 88.1 87.5 87.1 87 87.5 87.8
受給者 1人あたりの
月平均費用額（ウォン） 884,452 952,163 958,652 944,916 956,986 996,714 1,024,520
受給者 1人あたりの






























1,086 7,334 11,296 11,415 10,724 11,736 13,119
(66.2) (74.4) (82.2) (83.3) (80.6) (79.0) (78.3)
訪問入浴介護
94 406 691 712 707 736 711
(5.8) (4.1) (5.0) (5.2) (5.3) (4.9) (4.2)
訪問看護
15 62 62 58 70 73 75
(0.9) (0.6) (0.4) (0.4) (0.5) (0.5) (0.5)
昼夜間保護
176 618 731 837 958 1,279 1,745
(10.7) (6.3) (5.3) (6.1) (7.2) (8.6) (10.4)
短期保護
153 843 323 67 89 150 163
(9.4) (8.6) (2.3) (0.5) (0.7) （1.0） （1.0）
福祉用具貸与・販売
116 592 637 614 756 891 934
(7.1) (6.0) (4.6) (4.5) (5.7) (6.0) (5.6)
小　　計
1,640 9,856 13,740 13,704 13,303 14,864 16,748





455 2,118 3,883 5,646 7,571 12,626 15,839
(17.3) (28.2) (37.8) (46.4) (54.6) (79.1) (86.9)
老人療養施設
（老人福祉法の適用）
747 1,569 1,373 1,139 913 225
-
(28.4) (20.9) (13.4) (9.3) (6.6) (1.4)
老人専門療養施設
（老人福祉法の適用）
1,364 3,403 3,383 3,111 2,864 811
-
(51.9) (45.3) (32.9) (25.5) (20.6) (5.1)
老人療養共同生活家庭
62 424 875 1,268 1,571 2,057 2,394




768 1,014 955 246
-
(7.5) (8.3) (6.9) (1.5)
小　　計
2,628 7,513 10,283 12,178 13,874 15,966 18,234
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)






の長期療養保険の財政状況をみると、収入は 4兆 1,486億ウォン（≒ 4,149億円）、支出
は 3兆 8,497億ウォン（≒ 3,850億円）、当期差益は 2,989億ウォン（≒ 299億円）と
なっており、総費用に対する総収益の割合を示す総収支比率は 107.8%である（表 6）。
　ちなみに、厚生労働省の「平成 25年度介護保険事業状況報告（年報）」によると、日








保険料 1,199,551,493 1,831,554,777 2,142,331,738 2,369,669,274 2,542,097,685 2,704,720,549
公費負担 864,433,973 1,002,767,396 1,065,632,582 1,117,021,005 1,202,996,636 1,305,760,447
その他 20,943,659 43,418,311 55,180,147 74,982,604 86,117,944 138,098,843




保険給付 1,746,732,140 2,415,263,200 2,602,664,029 2,732,832,824 3,099,533,550 3,598,415,607
在宅 985,020,419 1,374,034,284 1,374,494,161 1,329,687,078 1,493,254,561 1,702,269,315
施設 754,497,938 1,033,622,638 1,221,074,725 1,396,220,453 1,598,158,349 1,886,698,185
家族療養費 1,656,125 1,316,395 1,048,855 983,680 1,026,503 1,154,327
医師所見書発給費 5,358,103 6,076,020 5,858,482 5,748,117 6,904,112 8,088,445
訪問看護指示書発給費 199,555 213,863 187,806 193,496 190,025 205,335
管理運営費 135,720,376 144,136,771 155,570,596 166,255,556 178,158,578 197,666,535
その他 26,009,993 29,735,318 29,522,420 38,233,468 40,269,030 53,578,175
合　計（B） 1,908,462,509 2,589,135,289 2,787,757,045 2,937,321,848 3,317,961,158 3,849,660,317
総収支比率（A／ B× 100） 109.2 111.1 117.1 121.3 115.5 107.8
当期差益（A̶B） 176,466,616 288,605,195 475,387,422 624,351,035 513,251,107 298,919,522
繰越金 385,140,812 470,946,007 555,133,429 746,374,053 976,296,494 1,100,014,228










　収入の内訳は保険料 2兆 7,047億ウォン（≒ 2,705億円）（3）、公費負担 1兆 3,058億
ウォン（≒ 1,306億円）、その他 1,381億ウォン（≒ 138億円）となっており、保険料収
入が収入総額の 65.2%を占めている。日本の場合、収入合計 9兆 1,650億円のうち、保
険料収入が収入総額の 19.9%にあたる 1兆 8,242億円となっているので、韓国の保険料
収入の比率が圧倒的に高いことがわかる。これは、総費用に占める保険料の割合が国庫負
担と利用者負担を除いた 60～ 65%（施設介護の分は 60%、在宅介護の分は 65%）であ
るからであろう。日本は国庫支出金（収入総額に占める割合は 22.4%）、支払基金交付金









額平均保険料は、2014年 12月時点で一世帯あたり 5,869ウォン（≒ 587円）、一人あた
り 2,638ウォン（≒ 264円）となっており、日本に比べてかなり安い。日本の場合、所
得や資産等に応じて世帯ごとに保険料が設定される国民健康保険加入者は全国平均で月額
5,514円（2015年 4月～ 2018年 3月）、健康保険・共済組合保険加入者は給与および賞
与に介護保険料率が乗算され賦課される。保険料率は加入する医療保険ごとに設定される
が、たとえば協会管掌健康保険加入者（40歳から 64歳までの介護保険第 2号被保険者）
は 1.58%（2015年 9月～ 2016年 8月）となっている。ちなみに、協会管掌健康保険の



















年 12月時点で 8,318か所に過ぎなかった事業所が 2014年 12月には 1万 6,543か所へと
ほぼ倍増している（図 5）。ただ、制度施行 2年目の 2009年に一気に増加した後はそれ
ほど増えておらず、2009年から 2014年までの増加率は 13.6%にとどまっている。同期
間中、長期療養保険施設は 85.3%増しているが、在宅介護事業所はむしろ 2.2%減少し
ていることが影響していると思われる。制度施行当初の 2000年度から 2006年度の 6年
間に（日韓両国の制度施行 6年目の比較）、事業所が 12万 9,103か所（2001年 3月時点）
から 25万 8,721か所（2007年 3月時点）に 2倍増した日本とは対照的である（「WAM 
NET」による）。ちなみに、厚生労働省の「介護給付費実態調査月報」（平成 26年 12月

















増えており、2008年の 1,700か所から 4,871か所へと約 3倍増えた。これに対し、在宅
介護事業所は 2010年をピークに増減を繰り返している（図 6）。
　2014年 12月時点の在宅介護事業所をサービス別にみると、訪問介護 9,073か所（在
宅介護事業所の 43.7%）、訪問入浴介護 7,479か所（同 36.0%）、訪問看護 586か所（同
2.8%）、昼夜間保護 1,688か所（同 8.1%）、短期保護 322か所（同 1.6%）、福祉用具貸
























訪問介護 4,206 8,446 9,164 8,709 8,500 8,620 9,073
訪問入浴介護 2,959 6,279 7,294 7,162 7,028 7,146 7,479
訪問看護 592 787 739 692 626 597 586
昼夜間保護 790 1,106 1,273 1,321 1,331 1,427 1,688
短期保護 694 1,368 199 234 257 368 322
福祉用具貸与・販売 720 1,086 1,278 1,387 1,498 1,574 1,599




老人療養施設 375 725 1,078 1,352 1,646 2,494 2,714
老人療養施設（老人福祉法の適用） 482 488 450 411 369 2  - 
老人専門療養施設（老人福祉法の適用） 522 482 415 334 244 1  - 
老人療養共同生活家庭 321 934 1,343 1,572 1,739 2,150 2,157
老人療養施設（短期保護から転換） - - 465 392 329 1  - 
小　　計 1,700 2,629 3,751 4,061 4,327 4,648 4,871













　長期療養保険事業所の開設主体は、個人 78.0%、法人 20.4%、地方公共団体 1.1%、そ
の他 0.5%となっている。これをサービス種別にみると、在宅介護事業所は個人 80.2%、


















9,073 36 1,518 7,466 53
(100.0) (0.4) (16.7) (81.2) (0.6)
訪問入浴介護
7,479 19 1,113 6,305 42
(100.0) (0.2) (14.9) (84.3) (0.6)
訪問看護
586 6 119 456 5
(100.0) (1.0) (20.3) (77.8) (0.9)
昼夜間保護
1,688 105 776 794 13
(100.0) (6.2) (46.0) (47.0) (0.8)
短期保護
322 5 64 251 2





(100.0) (13.9) (85.8) (0.3)
小　　計
20,747 171 3,813 16,644 119





2,714 97 1,175 1,434 8
(100.0) (3.6) (43.3) (52.8) (0.3)
老人療養共同生活家庭
2,157 11 250 1,890 6
(100.0) (0.5) (11.6) (87.6) (0.3)
小　　計
4,871 108 1,425 3,324 14
(100.0) (2.4) (30.6) (66.7) (0.3)
合　　計
25,618 279 5,238 19,968 133















　制度施行に伴って創設された療養保護士は、制度施行初期の 2008年 8月には 18万
2,565人に過ぎなかったが、その後大幅に増え、2015年 9月時点では 7.2倍増の 130万




の資格取得者は療養保護士総数の 28.7%にあたる 37万 5,576人である。
図 7　年度別の療養保護士の推移
注：統計は各年 12月 31日時点である。ただし，2015年は 9月 30日時点である。
出所： 韓国保健医療人国家試験院の公表資料（http://www.kuksiwon.or.kr/Publicity/ExamStatistic.aspx?SiteGnb=5&Site 
Lnb=2）および保健福祉家族部「老人長期療養保険制度施行状況」2009年より作成
　療養保護士の国家試験は初年度の 2010年には年 2回実施されたが、2011年からは年 3
回（通常 3月、7月、11月）行われており、これまで延べ 16回の試験が実施されている。






回 実施日 応募者（人） 受験者（人） 合格者（人） 合格率（%）
第 1回 2010年 8月 14日 37,882 36,968 36,482 98.7
第 2回 2010年 11月 27日 30,931 30,087 24,089 80.1
第 3回 2011年 3月 26日 32,024 30,026 24,593 81.9
第 4回 2011年 7月 9日 34,910 32,418 24,114 74.4
第 5回 2011年 11月 12日 28,490 25,456 21,299 83.7
第 6回 2012年 3月 24日 26,497 24,715 18,677 75.6
第 7回 2012年 7月 14日 24,008 22,134 20,300 91.7
第 8回 2012年 11月 10日 20,549 18,988 14,847 78.2
第 9回 2013年 3月 23日 25,898 24,268 22,047 90.8
第 10回 2013年 7月 13日 25,789 24,399 21,735 89.1
第 11回 2013年 11月 9日 25,927 24,377 20,699 84.9
第 12回 2014年 3月 15日 29,088 27,491 24,927 90.7
第 13回 2014年 7月 12日 30,037 28,523 18,743 65.7
第 14回 2014年 11月 8日 33,305 30,696 28,371 92.4
第 15回 2015年 3月 28日 36,710 34,755 30,486 87.7
第 16回 2015年 8月 22日 33,116 30,722 24,167 78.7




試験 45問の合計 80問が出題される（表 11）。試験の形式は両方とも 5肢択一式である。
表 11　療養保護士国家試験の実施要項
区　分 科　目 問題数 試験時間
筆記試験 療養保護概論、基本療養保護各論、特殊療養保護各論 35問 40分




























＞の就業者総数と一致しない。ちなみに，重複就業者は 2009年 3,671 人，2010年 3,635人，2011年 4,047人，

















社会福祉士 医師（嘱託を含む） 看護師 看護補助師 歯科衛生士 機能訓練士 療養保護士 栄養士
在宅 6,623 94 1,213 2,073 5 225 216,358 45
施設 4,817 1,288 1,575 6,752 － 1,668 56,072 944







では 1等級は月額 118万 5,300ウォン（≒ 11万 8,530円）、2等級は 104万 4,300ウォ
ン（≒ 10万 4,430円）、3等級は 96万 4,800ウォン（≒ 9万 6,480円）、4等級は 90万
3,800ウォン（≒ 9万 380円）、5等級は 76万 6,600ウォン（≒ 7万 6,660円）となって
いる（表 13）。
表 13　要介護度別の利用限度額（2015年）
1等級 2等級 3等級 4等級 5等級





よって 1万 1,390～ 4万 3,500ウォン（≒ 1,139～ 4,350円）、訪問入浴介護サービスは
入浴車の利用の有無によって 1回あたり 4万 840～ 7万 2,540ウォン（≒ 4,084～ 7,254
円）、訪問看護サービスは提供時間によって 3万 1,760～ 4万 7,940ウォン（≒ 3,176～
共栄大学研究論集　第 14号（2016）
―　18　― ―　19　―
4,794円）となっている。また、昼夜間保護は要介護度と提供時間によって 2万 190～ 5
万 1,200ウォン（≒ 2,019～ 5,120円）、短期保護は要介護度によって一日あたり 3万












































































































4万 7,990～ 5万 6,080ウォン（≒ 4,799～ 5,608円）、老人療養共同生活家庭は一日あ
たり 4万 3,870～ 5万 1,290ウォン（≒ 4,387～ 5,129円）となっている（表 15）。
　施設介護サービスの利用者は介護報酬の 2割を自己負担する。たとえば、1等級の要介
護者が老人療養施設に入居した場合の 1か月の自己負担額は 168万 2,400ウォン（介護
報酬 5万 6,080ウォン× 30日、1か月を 30日として計算）の 2割である 33万 6,480
ウォン（≒ 3万 3,650円）となる。保険給付されない食費、差額ベッド代、理美容料等
（平均 20～ 30万ウォン≒ 2～ 3万円）を含めると、利用者は要介護度によって月額平均
50～ 65万ウォン（≒ 5～ 6万 5,000円）の負担をすることになる。ちなみに日本では、
たとえば要介護 5の利用者が介護老人福祉施設に入居した場合、月額平均 8～ 13万円
（保険給付適用外のサービスを含む）を負担する。
表 15　施設介護サービスの介護報酬（2015年）
サービス 1等級 2等級 3等級 4等級 5等級
老人療養施設 56,080 52,040 47,990 47,990 47,990
老人療養共同生活家庭 51,290 47,590 43,870 43,870 43,870










































































回、利用者 1人あたり 6,000ウォン（≒ 600円）加算
入浴サービス提供加算
利用者に対して週 1回の入浴サービスを提供した場合、1回あた
り 2,300ウォン（≒ 230円）加算（ただし、月に最大 4回まで）
夜間または土曜日加算 平日の 18～ 22時または土曜日は 20%加算
人員追加配置加算
療養保護士、看護師・看護補助師、社会福祉士、機能訓練士（PT・




看護師配置加算 看護師 1名あたり 0.4点の加算 
必要人員配置加算 調理員、衛生員、補助員（運転手）各 1名あたり 1点の加算
個別サービス提供加算 週 4回以上提供した場合、算定点数に 0.26点の加算





ビスを提供した場合、遠距離交通費としてサービス提供事業所に 1日あたり 3,000～ 1
万 3,600ウォン（≒ 300～ 1,360円）が給付される「遠距離交通費補助制度」（訪問介護










距　離 金　額（ウォン） 距　離 金　額（ウォン）
5km以上 10km未満 3,400 10km以上 15km未満 3,000
10km以上 15km未満 5,100 15km以上 20km未満 4,500
15km以上 20km未満 6,800 20km以上 25km未満 6,000
20km以上 25km未満 8,500 25km以上 30km未満 7,500
25km以上 30km未満 10,200 30km以上 35km未満 9,000
30km以上 35km未満 11,900 35km以上 40km未満 10,500
















































認定者が高齢者人口の 16.5%（要介護認定者 440万人／高齢者人口 2,660万人）、介護






2008年 12月時点では 1等級 26.8%、2等級 27.2%、3等級 46.0%となっていたが、 
2014年 12月時点ではそれぞれ 8.9%、17.0%、40.1%となっている。1等級および 2等
級の要介護認定者は減りつつあり、3等級が徐々に増えている状況にある（等級新設以前
の 2013年における 3等級の認定率は 71.2%）。韓国と日本とでは要介護度の区分が異な
るので単純比較はできないが、韓国の 1等級から 3等級に相当する日本の要介護 3以上
の 2000年度と 2006年度（制度施行後 6年目に当たる時点）の要介護認定率を比較して
みると、要介護 3（韓国の 3等級）は 13.9%から 14.6%に増加、要介護 4（同 2等級）
は 14.1%から 12.4%に減少、要介護 5（同 1等級）は 13.3%から 11.1%へと減少した
（表 20）。しかし、韓国に比べればその減少幅は小さい。ちなみに、2013年度の要介護認






要支援 12.6 - -
要支援 1 - 12 14
要支援 2 - 11.5 13.7
経過的要介護 - 1 -
要介護 1 27.4 20.3 19
要介護 2 18.9 17 17.6
要介護 3 13.9 14.6 13.1
要介護 4 14.1 12.4 12.1
要介護 5 13.1 11.1 10.4
合計（%） 100 100 100
注：小数点以下を四捨五入しているため，合計は必ずしも 100%ではない。
出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」より作成












2013年は 23.9%）、昼夜間保護事業所がない自治体は 6か所（2.4%、2013年は 4.0%）
にのぼっている。中山間地域に指定されている 83自治体に限ってみると、訪問看護は 43





























































????? 大都市 94 1,884 20 0.6 - 50,743 26.9
都農複合都市 50 1,097 21.9 0.8 - 24,007 21.9
中山間 86 770 9 0.8 - 17,804 23.1
小　計 230 3,751 16.3 0.7 - 92,556 24.7
???????
大都市 94 12,330 131.2 4 - 109,885 8.9
都農複合都市 50 4,824 96.5 3.4 - 45,717 9.5
中山間 86 2,793 32.5 2.7 - 33,025 11.8




大都市 94 14,214 151.2 4.6 180,643 160,628 11.3
都農複合都市 50 5,921 118.4 4.2 78,110 69,724 11.8
中山間 86 3,563 41.4 3.5 57,241 50,829 14.3











2009 2010 2011 2012 2013 2014
在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設
ソウル特別市 1,738 265 1,809 418 1,828 439 1,809 476 1,913 521 2,047 539
釜山広域市 914 106 829 158 748 143 728 145 712 134 741 122
大邱広域市 644 68 601 135 569 177 576 203 601 251 622 252
仁川広域市 591 131 545 206 552 229 561 247 609 282 641 305
光州広域市 430 58 462 91 434 95 416 96 418 100 426 105
大田広域市 459 61 439 88 405 94 395 104 421 102 449 113
蔚山広域市 211 30 162 42 161 42 161 40 156 40 160 43
世宗特別自治市 - - - - - - 27 12 23 11 24 11
京畿道 2,459 788 2,321 1,084 2,253 1,172 2,210 1,254 2,245 1,366 2,381 1,459
江原道 393 153 328 186 338 208 345 222 364 238 393 262
忠清北道 320 155 315 213 312 224 300 237 298 243 313 249
忠清南道 543 139 567 209 546 238 515 238 519 251 542 259
全羅北道 704 162 619 190 573 203 571 214 597 221 651 227
全羅南道 766 175 635 245 593 259 567 271 596 284 634 286
慶尚北道 833 159 715 244 689 277 718 298 749 321 790 346
慶尚南道 803 144 758 194 728 213 709 215 704 221 730 231
済州道 123 35 123 48 128 48 122 54 131 62 128 62
合　計 11,931 2,629 11,228 3,751 10,857 4,061 10,730 4,326 11,056 4,648 11,672 4,871
首都圏（再掲）
（構成比，%）
4,788 1,184 4,675 1,708 4,633 1,840 4,580 1,977 4,767 2,169 5,069 2,303














在　宅 施　設 在　宅 施　設
ソウル特別市 2,047 539 70,361 29.1 7.7
釜山広域市 741 122 22,814 32.5 5.3
大邱広域市 622 252 17,827 34.9 14.1
仁川広域市 641 305 22,902 28 13.3
光州広域市 426 105 11,219 38 9.4
大田広域市 449 113 12,712 35.3 8.9
蔚山広域市 160 43 5,504 29.1 7.8
世宗特別自治市 24 11 1,320 18.2 8.3
京畿道 2,381 1,459 88,555 26.9 16.5
江原道 393 262 18,637 21.1 14.1
忠清北道 313 249 15,202 20.6 16.4
忠清南道 542 259 23,771 22.8 10.9
全羅北道 651 227 21,550 30.2 10.5
全羅南道 634 286 26,220 24.2 10.9
慶尚北道 790 346 31,571 25 11
慶尚南道 730 231 27,917 26.1 8.3
済州道 128 62 6,490 19.7 9.6






















月給は 120～ 130万ウォン（≒ 12～ 13万円）となっており、全職種の平均給与の半分
程度である。韓国統計庁の「職種・経歴年数・性別賃金および勤労条件」（2014年）によ
ると、全職種の平均給与は月額で 275万 3,759ウォン（≒ 27万 5,380円）、賞与等を含
む年額で 3,882万 2,511ウォン（≒ 388万 2,250円）となっている。療養保護士が含ま
れるサービス業従事者の平均給与は月額で 172万 4,582ウォン（≒ 17万 2,460円）、年
額で 2,228万 7,498ウォン（≒ 222万 8,750円）に過ぎず、単純労働者の平均年収 2,113
万 2,227ウォン（≒ 211万 3,220円）とさほど変わらない。療養保護士の 9割以上を占
める女性に限ってみると、その賃金はさらに低い（表 24）。
　ちなみに、介護労働安定センターの「平成 25年度介護労働実態調査結果」によると、










の事業所）は 22万 700円（男性 22万 9,800円、女性 21万 7,700円）、賞与等は 28万
5,900円（男性 24万 7,900円、女性 29万 8,400円）、福祉施設介護員の平均月額給与は
21万 9,700円（男性 23万 3,400円、女性 21万 2,800円）、賞与等は年額 45万 6,700円




月額給与 賞　与 　年　額 *
全職種
男性  3,122,474  7,149,297 44,618,985
女性  2,091,743  3,314,304 28,415,220
平均  2,753,757  5,777,427 38,822,511
サービス業従事者
男性  2,280,385  2,798,874 30,163,494
女性  1,479,628  1,060,846 18,816,382
平均  1,724,582  1,592,514 22,287,498
単純労働者
男性  1,839,412  1,920,785 23,993,729
女性  1,389,027  1,094,250 17,762,574













保護士 123人を対象に行った調査によると（2014年 3月に実施）、療養保護士の 51.7%
が雇用契約書を交わしていないうえ、月平均 247時間も働かされていた。休日なしの 1


















































ウォン（≒ 400円）から最高 5,000万ウォン（≒ 500万円）の報奨金を支給している（17）。
この制度により、2014年 11月末までに 986件の不正請求が摘発されたが、不正請求の
総額は 180億 2,300万ウォン（≒ 18億 230万円）にのぼる（表 25）。この制度により、
保険公団はこれまで報奨金として告発者に 15億 600万ウォン（≒ 1億 5,060万円）を支
払っているので、165億 1,700万円（≒ 16億 5,170円）の費用節減効果があったとみら
れる。
　ちなみに、国民健康保険公団の内部資料によると、国民健康保険公団の現地調査によっ
て不正が判明した金額は、累計で 2012年 94億 3,000万ウォン（≒ 9億 4,300万円）〔請
求総額の 3.6%〕、2013年 112億 4,000万ウォン（≒ 11億 2,400万円）〔請求総額の






業者は 216か所、不正に請求された金額は 12億円にのぼる。2000年度から 2013年度ま
での合計でみると、指定取消等の事業所は 1,504か所、返還請求額は 175億 8,100円（う
ち、82億 1,900万円が未返済）である。
　最近の政策動向として、特別養護老人ホームの入所待機者が約 52万人（厚生労働省の
















2009 28 155 14 141 11.0倍 
2010 95 1,197 92 1,105 13.0倍 
2011 138 3,746 270 3,476 13.9倍 
2012 162 3,446 242 3,204 14.2倍 
2013 237 3,469 368 3,101 9.4倍
2014 326 6,010 520 5,490 11.6倍
合　計 986 18,023 1,506 16,517 12.0倍




















　2011年 6月 30日時点において在宅介護に従事している療養保護士は 21万 310人であ
るが、そのうち家族療養保護士は 20.8%の 4万 3,791人にのぼる（図 10）。
図 10　在宅介護就業者に占める家族療養保護士率










問介護サービスを 1日 90分ずつ 30日提供した場合（2011年の介護報酬体系に基づく）、
1日 90分（2万 1,360ウォン）× 30日＝ 64万 800ウォン（≒ 6万 4,080円）となる。
この金額は、要介護度に関係なく給付される月 15万ウォン（≒ 1万 5,000円）の家族療



































施行年月日 2009年 5月 11日 2006年 4月 1日
実施主体 国民健康保険公団 都道府県 
受審の義務 義務（2010年 12月までは任意：申請主義） 義務（「都道府県知事が必要と認めるとき」に実施）








































・ 小項目は入所施設 39、訪問介護 28、訪問入浴
介護 28、訪問看護 29、昼・夜間保護 34、短期
保護 28項目であり、細項目は入所施設 98、訪







































































































60 ～ 65%、利用者負担 15 ～
20%。2014年の保険料率は医療
保険料の 6.55%。 






（ 1）介護給付の拡大に伴い、3等級の要介護認定等介護点数は、下限の点数が 2008年 7
月～ 2012年 6月までは 55点以上、2012年 7月～ 2013年 6月までは 53点以上、
2013年 7月～ 2014年 6月までは 51点以上と徐々に引き下げられた。そのため、3
等級の要介護者間で心身の状態に大きな差が生じるようになった。この問題を解決
するため、今回の改正では従来の 3等級を 3等級（60点以上 75点未満の者）と 4
等級（51点以上 60点未満の者）に細分化したのである。なお、要介護認定の有効
期間は原則 1年であるが、更新の際に直前の要介護度と同様の認定を受けた場合は、




（ 3）保険料 2兆 7,047億ウォン（≒ 2,705億円）の内訳は、職域保険料 2兆 2,341億





















家庭は 1点、昼夜間保護および短期保護は 1.5点、訪問介護は 1.7点である。
（ 9）日本の要介護認定者は 2014年 12月末時点で約 602万人であり、高齢者人口（約
3,300万人）に占める割合は 18.2%となっている。これを日本における要介護高齢
者の出現率であると仮定し、韓国の要介護高齢者の出現率を算出すると、韓国の推














2014 年（http://foa2002.or.kr/xe/board_lHQP74/16665）、2014 年 11 月 20 日に閲
覧。
（13）嶺南日報Web（http://www.yeongnam.com/mnews/newsview.do?mode=newsView














護職員は 2013年 3月時点で約 168万人と推計されているが、いわゆる団塊の世代
がすべて 75歳以上になる 2025年までに、新たに約 100万人が必要とされており
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